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（様式１）
平成  年　 月　 日
募集要項等説明会及び現場見学会参加申込書

	募集要項等説明会
	参加を希望する　・　参加を希望しない

	配送先学校等見学
	参加を希望する　・　参加を希望しない

	会　社　名
	

	所　在　地
	

	所属／参加者氏名

（参加代表者を①に

御記入ください。）
	①

②

③



	電話番号
（参加代表者）
	

	メールアドレス

（参加代表者）
	


※　募集要項等説明会及び現場説明会の参加を希望するものに○印。
※　各企業単位で提出すること。

※　申込状況によっては、１社当たりの参加人数を制限する場合もあるので、御了承ください。
（様式２）
平成　年　月　日

募集要項等に関する質問書

｢大洲市学校給食センター整備運営事業｣に関する募集要項等について、質問事項がありますので、提出します。

	資料名
	

	ページ
	

	項　目
	

	内　容
	

	質問者
	会社名

所在地

所属／担当者名

電話番号

メールアドレス




※　質問は、簡潔かつ具体的に記入すること。

※　質問事項は、この用紙１枚につき１件とすること。
（　　頁／質問総数　　頁）
（様式３－１）

大洲市学校給食センター整備運営事業

参加資格確認申請書

（表紙）

	グループ名称

(又は応募企業名)
	


（様式３－２）

平成　　年　　月　　日

参加資格確認申請書兼誓約書

大洲市長　清水　裕　様
平成22年11月17日付で公表のありました「大洲市学校給食センター整備運営事業　募集要項」に基づき、公募型プロポーザルに参加したいので、その資格について確認されたく、別添書類に示す書類を添えて申請いたします。

大洲市学校給食センター整備運営事業の参加資格審査を申請するにあたり、当グループの構成企業は以下のとおりでございます。下記の構成企業は全て「募集要項　３　応募に関する条件等」に記載されている事項を遵守することをここに誓約いたします。

	番号
	役割及び

市内業者の別
	参加グループの構成企業

	１
	
	所在地
商号又は代表者

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


	２
	
	所在地
商号又は代表者

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	３
	
	所在地
商号又は代表者

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	４
	
	所在地
商号又は代表者

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


※各構成企業が、「募集要項３　応募に関する条件等」の応募者の備えるべき参加資格及び要件を満たしていることを必ず確認すること。

※代表企業を番号１の欄に記入すること。役割欄には、代表企業、構成企業、協力企業の区別及び設計企業、建設企業、維持管理企業、運営企業の区別を記入すること。また、当該企業が市内業者である場合には、「市内業者」と記載すること。なお、この様式において「市内業者」とは、大洲市の区域内に事業所を有するものであることとするが、市内業者を「建設企業」で選定する場合にあっては、大洲市内に本店又は主たる営業所を有する者に限ることに留意すること。

※本様式に準じて１枚に何社並列しても良いが、必ず表の左欄に通し番号を付けること。なお、構成企業、協力企業が１枚に収まらない場合は、本様式に準じて追加作成すること。

【添付書類】本様式の添付資料として、以下の書類を添付すること。

□参加グループ全企業の決算書（直近のもの３期分）

□参加グループ全企業の納税証明書（法人税、消費税、法人事業税、法人市民税）の写し（最近1か年）
□参加グループ全企業の会社概要（パンフレット等）

（様式３－３）

「構成員等の制限」に係る確認書

	構成員等の制限に関する

事項
	代表企業･

応募企業

（商号又は名称）
	構成企業

（商号又は名称）
	協力企業

（商号又は名称）

	地方自治法施行令第167 条の４の規定に該当する者の有無
	有 ・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無

	設計企業及び建設企業で、参加資格確認申請書の提出日において国・愛媛県・市の指名停止措置を受けている者の有無
	有 ・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無

	会社更生法に基づき更生手続き開始の申立をしている者又は民事再生法に基づき再生手続き開始の申立をしている者の有無
	有 ・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無

	破産法の規定に基づき破産手続開始の申立がなされている者、手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者又は手形、小切手を不渡りしている者の有無
	有 ・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無

	法人税、消費税、法人事業税又は法人市民税を滞納している者の有無
	有 ・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無

	本事業に係るアドバイザリー業務に関与した者及びその関連会社の該当の有無
	有 ・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無

	選定委員会の委員本人、委員が属する企業及びその関連会社の該当の有無
	有 ・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無


※　１枚に収まらない場合は、本様式に準じて追加作成すること。

（様式３－４）

参加グループの構成企業連絡先一覧

	番号
	役割

出資予定比率
	参加グループの構成企業連絡先

	１
	
	商号又は名称
	

	
	
	担当者氏名
	

	
	
	所属
	

	
	
	所在地
	

	
	出資予定比率
	電話番号
	

	
	%
	FAX番号
	

	
	
	電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	２
	
	商号又は名称
	

	
	
	担当者氏名
	

	
	
	所属
	

	
	
	所在地
	

	
	出資予定比率
	電話番号
	

	
	%
	FAX番号
	

	
	
	電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	３
	
	商号又は名称
	

	
	
	担当者氏名
	

	
	
	所属
	

	
	
	所在地
	

	
	出資予定比率
	電話番号
	

	
	%
	FAX番号
	

	
	
	電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	４
	
	商号又は名称
	

	
	
	担当者氏名
	

	
	
	所属
	

	
	
	所在地
	

	
	出資予定比率
	電話番号
	

	
	%
	FAX番号
	

	
	
	電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


※左欄番号を様式３－２の番号と合わせること。
行が不足する場合には、適宜追加すること。なお、１枚に収まらない場合は、本様式に準じて追加作成すること。
（様式３－５）

設計企業に関する資格

■設計企業名等

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	

	一級建築士事務所

登録番号
	

	資格者名簿の登録番号
	


■設計実績　（※ＨＡＣＣＰ対応施設または同類施設における設計実績がある場合、一つを記入。）
	施設名
	

	発注者名
	電話：


	施設の所在地
	

	工事完成時期
	

	構造
	

	階数
	

	延床面積
	

	備考
	


■担当予定の管理技術者

	管理技術者名
	

	管理技術者経歴
	

	資格及び登録番号
	

	管理技術者の業務実績（※ＨＡＣＣＰ対応施設または同類施設における設計実績がある場合、一つを記入。）

	施設名
	

	発注者名
	電話：

	施設の所在地
	

	工事完成時期
	

	構造
	

	階数
	

	延床面積
	

	備考
	


※設計実績及び管理技術者の業務実績については、対象物件を所管する特定行政庁や発注者に問い合わせるなど事実確認を行うことがある。

※ＨＡＣＣＰに関する出版等実績又は講習会等による認定資格証書等のいずれかを要件とする場合は、設計実績及び管理技術者の業務実績は記載不要

※複数の企業で行う場合は、本様式を各企業別に提出すること。

【添付書類】本様式の添付資料として、以下の書類を添付すること。

□一級建築士事務所登録通知書（写し）

□大洲市建設工事等競争入札参加者資格審査要綱第２条４に規定する「総合評定値通知書」（写し）

□設計企業と専任する管理技術者の雇用関係を証明するもの

□専任する管理技術者の資格証等（写し）

□ＨＡＣＣＰ対応施設または同類施設における設計実績の契約書の写し（設計実績がある場合）

□ＨＡＣＣＰに関する出版等実績又は講習会等による認定資格証書等
□履歴事項全部証明書

（様式３－６）

建設企業に関する資格

■建設企業名等　【　(ｱ) 単独企業　(ｲ) ＪＶ　】　※該当する形態に○印
	企業名
	特定建設業

許可番号
	格付け、評定値等
	実績
	備考

	
	
	大洲市の格付け
	経営事項審査における評点等
	資格者名簿の登録番号
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※　(ｱ) 単独企業の場合は、募集要項３・（２）・④に従い、必要な事項のみ記入。
■担当予定の統括監理技術者【　(ｲ) ＪＶ代表構成員　】
	工事監理者名
	

	工事監理者経歴
	

	資格及び登録番号
	

	監理技術者の業務実績

	施設名
	

	発注者名
	電話：

	施設の所在地
	

	工事完成時期
	

	構造
	

	階数
	

	延床面積
	

	備考
	


■担当予定の監理技術者【　(ｲ) ＪＶその他構成員　】
	構成企業名
	

	工事監理者名
	

	工事監理者経歴
	

	資格及び登録番号
	


※総合評定値は、最新の建築一式工事の総合評点とする。

※大洲市の格付け、総合評定値のいずれか若しくは両方を記載すること。

※ＪＶによる建設企業のうち、募集要項３・(２)・④・(ｲ)・ｆの実績（延床面積2,500㎡以上の建築物に対する元請又はJVの幹事会社として完工した実績）を有する１者について、実績欄に○印を入れること。
また、様式３－６により工事実績調書を提出すること。

※ＪＶによる建設企業のうち、建設企業間で特定建設工事共同企業体を組成する場合には、備考欄に代表構成員と構成員の別、JVへの出資額又は分担工事額等を記載すること。また、当該企業が市内業者である場合には、「市内業者」と記載すること。
※なお、担当予定の監理技術者【　(ｲ) ＪＶその他構成員　】が収まらない場合は、本様式に準じて追加作成すること。

【添付書類】本様式の添付資料として、以下の書類を添付すること。

(ｱ) 単独企業

□特定建設業の許可証の写し

□履歴事項全部証明書

(ｲ) ＪＶ

□「市内建設業者」以外の者について、特定建設業の許可証の写し

□入最新の経営事項審査結果通知書、又は経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書

□建設企業（代表構成員及びその他構成員すべて）と専任する監理技術者の雇用関係を証明するもの

□専任する監理技術者の資格証等（写し）

□履歴事項全部証明書

（様式３－７）

工事実績調書

■建設企業名等
	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	

	特定建設業許可番号
	

	大洲市の格付け
	
	総合評定値
	


■施工実績　　※延床面積2,500㎡以上の建築物に対する元請又はJVの幹事会社として完工した実績に該当　　　

するもの一つを記入すること。
	工事名称
	

	発注者名
	電話：

	工事場所
	

	契約金額
	

	工事完成時期
	

	構造
	

	階数
	

	延床面積
	

	コリンズ登録番号
	

	備考
	


※構造、階数、延床面積は建築基準法上の数値を記載すること。

※本調書に記載する物件は、1契約による実績とする。工事実績については、対象物件を所管する特定行政庁や発注者に問い合わせるなど、事実確認を行うことがある。

【添付書類】本様式の添付資料として、以下の書類を添付すること。
なお、コリンズ登録番号を記入している場合は、コリンズ工事カルテとする。

□本調書に記載する施工実績の根拠書類（業務契約書の写し及び設計図書等建物の概要が分かるもの）

（様式３－８）

平成　　年　　月　　日

工事施工証明書

大洲市長　清水　裕　様
証明者（建築主）　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

下記工事に関して、元請負人として施工したことを証明いたします。

	工事物件名
	

	物件所在地
	

	工事施工者
	


※本証明書は、（様式３－６）工事実績調書にコリンズ登録番号を記入している場合は不要とする。
（様式３－９）

工事監理企業に関する資格

■工事監理企業名等

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	

	一級建築士事務所

登録番号
	

	資格者名簿の
登録番号
	


■工事監理実績　（※ＨＡＣＣＰ対応施設または同類施設における設計実績がある場合、一つを記入。）
	施設名
	

	発注者名
	電話：

	施設の所在地
	

	工事完成時期
	

	構造
	

	階数
	

	延床面積
	

	備考
	


■担当予定の工事監理者

	工事監理者名
	

	工事監理者経歴
	

	資格及び登録番号
	

	監理技術者の業務実績業務実績（※ＨＡＣＣＰ対応施設または同類施設における設計実績がある場合、一つを記入。）

	施設名
	

	発注者名
	電話：

	施設の所在地
	

	工事完成時期
	

	構造
	

	階数
	

	延床面積
	

	備考
	


※監理実績は、対象物件を所管する特定行政庁や発注者に問い合わせるなど事実確認を行うことがある。

※ＨＡＣＣＰに関する出版等実績又は講習会等による認定資格証書等のいずれかを要件とする場合は、設計実績及び管理技術者の業務実績は記載不要

※複数の企業で行う場合は、本様式を企業毎に提出すること。

【添付書類】本様式の添付資料として、以下の書類を添付すること。
□工事監理計企業と専任する管理技術者の雇用関係を証明するもの

□専任する工事監理者の資格証等（写し）

※　設計企業が実施する場合は、以下は不要とする。
□一級建築士事務所登録通知書（写し）

□大洲市建設工事等競争入札参加者資格審査要綱第２条４に規定する「総合評定値通知書」（写し）

□ＨＡＣＣＰ対応施設または同類施設における管理実績の契約書の写し（監理実績がある場合）

□ＨＡＣＣＰに関する出版等実績又は講習会等による認定資格証書等

□履歴事項全部証明書

（様式３－10）

運営企業に関する資格
■運営企業

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	


■運営業務実績
	学校給食施設における運営能力及び調理業務実績もしくは、

集団調理施設における運営能力及び調理業務実績

	業
務
名
等
	業務名
	

	
	発注者
	

	
	施設所在地
	

	
	施設名称
	

	
	契約金額
	

	
	業務期間
	

	
	施設用途
	

	業
務
概
要
	業務内容

（提供食数は必ず記載すること。）
	


※運営実績については、対象物件を所管する特定行政庁や発注者に問い合わせるなど事実確認を行うことがある。

※複数の企業で行う場合は、本様式を企業毎に提出すること。

【添付書類】本様式の添付資料として、以下の書類を添付すること。

□ＨＡＣＣＰ対応施設または同類施設における運営実績の契約書の写し（運営実績がある場合）

□ＨＡＣＣＰに関する出版等実績又は講習会等による認定資格証書等

□学校給食施設における運営能力及び調理業務実績もしくは、集団調理施設における運営能力及び調理業務実績の契約書の写し

□履歴事項全部証明書

（様式４）

平成　年　月　日

辞　退　届

大洲市長　清水　裕　様
グループ名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表企業（応募企業）　所　 在　 地　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　

役   職 　名　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)　
大洲市学校給食センター整備運営事業の提案を辞退します。

	番号
	役割及び

市内業者の別
	参加グループの構成企業

	１
	
	所在地
商号又は代表者

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	２
	
	所在地
商号又は代表者

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	３
	
	所在地
商号又は代表者

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	４
	
	所在地
商号又は代表者

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


※　１社での応募の場合、グループ名称及び応募グループの構成員・協力会社の記載は不要。

※　記入欄が足りない場合は、適宜追加すること。なお、１枚に収まらない場合は、本様式に準じて追加作成すること。
（様式５）

大洲市学校給食センター整備運営事業

提　案　書　類

（表紙）

	グループ名称

(又は応募企業名)
	


（様式６）

大洲市学校給食センター整備運営事業
事業実施体制等に関する
提案書
（表紙）

	グループ名称

(又は応募企業名)
	


（様式７）
本事業実施体制図

	応募グループの代表企業（又は応募企業）、構成員、協力会社、設立する特別目的会社、金融機関及び市等の役割及び関係について、Ａ４版１枚で図示すること。




（様式８）
設計業務、建設業務実施体制計画書

	設計業務、建設業務を確実かつ効果的に実施するための業務遂行体制（業務分担、人員配備、直営と委託の別、法的有資格者の配置（資格名称）、業務全体のマネジメント方法等）及びその特徴等について、Ａ４版１枚以内で記述すること。


（様式９）
維持管理業務実施体制計画書

	維持管理業務を確実かつ効果的に実施するための業務遂行体制（業務分担、人員配備、直営と委託の別、法的有資格者の配置（資格名称）、業務全体のマネジメント方法等）及びその特徴等について、Ａ４版１枚で記述すること。


（様式10）
運営業務実施体制計画書

	運営業務を確実かつ効果的に実施するための業務遂行体制（業務分担、人員配備、直営と委託の別、法的有資格者の配置（資格名称）、業務全体のマネジメント方法等）及びその特徴、将来の学校給食を取り巻く状況の変化等を踏まえた適切な運営のあり方等について、Ａ４版２枚以内で記述すること。


（様式11－１）

地域社会との連携に関する提案書

	地域社会との連携に関する提案について、Ａ４版２枚以内で記述すること。

・実効性の高い地域社会への貢献に関する提案について

・実効性の高い地元雇用等に関する提案について


（様式11－２）

地産地消の推進に関する提案書

	地元産食材を積極的に活用し、児童等に地域の誇りや地産地消の大切さを学ぶ機会の提供や、献立作成、食材調達を行う市との連携など、地産地消の推進に関する提案について、Ａ４版２枚以内で記述すること。

・児童等への地域の誇りや地産地消の大切さを学ぶ機会の提供に関する提案について

・地元産食材を積極的に活用した献立作成に関する提案について

・食材調達を行う市との連携に関する提案について


（様式12）

大洲市学校給食センター整備運営事業
設計業務、建設業務に関する提案書
（表紙）

	提案者番号

(市記入欄)
	


（様式13）
設計の概要

１．施設のコンセプト及び基本方針

	


２．建ぺい率及び容積率

	建ぺい率
	容積率

	％
	％


３．建築物（棟ごとに記入。）
	建築物名称
	構造・階数
	建築面積
	延床面積
	基礎形式
	建物高さ

	本体施設
	
	㎡
	㎡
	
	ｍ

	
	
	㎡
	㎡
	
	ｍ

	合　計
	
	㎡
	㎡
	
	ｍ


４．附帯施設（外構等）
	
	面積
	仕様の概要

	駐車場
	㎡
	台数等

	植　栽
	㎡
	

	そ

の

他
	
	㎡
	

	
	
	㎡
	

	
	
	㎡
	


※　記入欄が足りない場合は、必要に応じて、適宜欄又は用紙を追加してＡ４版２枚以内で記入すること。
（様式14）
諸室構成及び施設面積表

	諸室名
	室数
	合計面積(㎡)
	算定の考え方

	給

食

エ

リ

ア
	検収室
	
	
	

	
	食品庫
	
	
	

	
	冷蔵庫・冷凍庫
	
	
	

	
	野菜下処理室
	
	
	

	
	魚肉下処理室
	
	
	

	
	計量室
	
	
	

	
	割卵室
	
	
	

	
	調理室
	
	
	

	
	アレルギー専用調理室
	
	
	

	
	揚げ物・焼物室
	
	
	

	
	和え物室
	
	
	

	
	コンテナ室
	
	
	

	
	器具洗浄室
	
	
	

	
	洗浄室
	
	
	

	
	配送風除室
	
	
	

	
	回収風除室
	
	
	

	
	準備室
	
	
	

	
	油庫
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	給食エリア計
	－
	
	


※　本施設において「米飯」を実施する場合には、以下の諸室を備え、米飯に必要な設備、装置及び機械器具が適切に配置できること。
・【給食エリア】米庫

・【給食エリア】炊飯室

	諸室名
	室数
	合計面積(㎡)
	算定の考え方

	事

務

エ

リ

ア
	市職員等用事務室
	
	
	

	
	ＳＰＣ事務室
	
	
	

	
	市職員用等更衣室
	
	
	

	
	ＳＰＣ更衣室
	
	
	

	
	トイレ(市職員等)
	
	
	

	
	トイレ(SPC事務職員)
	
	
	

	
	トイレ(来場者)
	
	
	

	
	トイレ(多目的)
	
	
	

	
	会議室
	
	
	

	
	調理実習室
	
	
	

	
	調理員用休憩室
	
	
	

	
	調理員用更衣室
	
	
	

	
	調理員用トイレ
	
	
	

	
	洗濯・乾燥室
	
	
	

	
	倉庫
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	－
	
	

	そ

の

他
	玄関ホール
	
	
	

	
	見学スペース
	
	
	

	
	プラットホーム
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	その他計
	－
	
	

	面積合計
	－
	
	


※　記入欄が足りない場合は、必要に応じて、適宜欄又は用紙を追加してＡ４版２枚以内で記入　　すること。

（様式15）
外部仕上表

施設の外部仕上を設計するに当たっての基本的な考え方、特段考慮したこと等について、記述すること。

１．基本的な考え方、特段考慮したこと

	


２．外部仕上表

	部位
	仕上材・仕様等
	備考

	屋　根
	
	

	外　壁
	
	

	建　具
	
	

	その他
	
	


※　記入欄が足りない場合は、必要に応じて、適宜欄又は用紙を追加して記入すること。

（様式16）
内部仕上表

施設の内部仕上を設計するに当たっての基本的な考え方、特段考慮したこと等について、記述すること。

１．基本的な考え方、特段考慮したこと

	


２．内部仕上げ表

	諸室名
	床
	壁
	天井

	給

食

エ

リ

ア
	検収室
	
	
	

	
	食品庫
	
	
	

	
	冷蔵庫・冷凍庫
	
	
	

	
	野菜下処理室
	
	
	

	
	魚肉下処理室
	
	
	

	
	計量室
	
	
	

	
	割卵室
	
	
	

	
	調理室
	
	
	

	
	アレルギー専用調理室
	
	
	

	
	揚げ物・焼物室
	
	
	

	
	和え物室
	
	
	

	
	コンテナ室
	
	
	

	
	器具洗浄室
	
	
	

	
	洗浄室
	
	
	

	
	配送風除室
	
	
	

	
	回収風除室
	
	
	

	
	準備室
	
	
	

	
	油庫
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


	諸室名
	床
	壁
	天井

	事

務

エ

リ

ア
	市職員等用事務室
	
	
	

	
	ＳＰＣ事務室
	
	
	

	
	市職員用等更衣室
	
	
	

	
	ＳＰＣ更衣室
	
	
	

	
	トイレ(市職員等)
	
	
	

	
	トイレ(SPC事務職員)
	
	
	

	
	トイレ(来場者)
	
	
	

	
	トイレ(多目的)
	
	
	

	
	会議室
	
	
	

	
	調理実習室
	
	
	

	
	調理員用休憩室
	
	
	

	
	調理員用更衣室
	
	
	

	
	調理員用トイレ
	
	
	

	
	洗濯・乾燥室
	
	
	

	
	倉庫
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	そ

の

他
	玄関ホール
	
	
	

	
	見学スペース
	
	
	

	
	プラットホーム
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※　記入欄が足りない場合は、必要に応じて、適宜欄又は用紙を追加して記入すること。

※　本施設において「米飯」を実施する場合には、以下の諸室を備え、施設の内部仕上を設計するに当たっての基本的な考え方を示すこと。

・【給食エリア】米庫

・【給食エリア】炊飯室
（様式17）
建築設備計画書

設備計画（各設備の仕様の概要、省エネルギー対策及びその他配慮する事項等）について、Ａ４版２枚以内で記述すること。

	
	
	仕様の概要、省エネルギー方策、その他配慮事項等

	電

気

設

備
	受変電設備
	

	
	照明設備
	

	
	コンセント設備
	

	
	通信・情報設備
	

	
	放送設備
	

	
	インターホン設備
	

	
	テレビ共同受信設備
	

	
	防犯設備
	

	
	電気時計設備
	

	
	消防設備
	

	
	
	

	
	
	

	機

械

設

備
	空調設備
	

	
	換気設備
	

	
	給水設備
	

	
	給湯設備
	

	
	排水設備
	

	
	衛生設備
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※　上記の表にない設備を提案する場合は適宜欄を追加すること。

※　必要に応じて項目を追加・細分化して記入すること。ただし、既存の項目の削除・変更はしない。

（様式18）
調理設備計画書

	調理設備の調達に当たっての基本的な考え方、仕様の概要、配慮する事項等について、Ａ４版２枚以内で記述すること。

なお、本施設において「米飯」を実施する場合には、米飯に必要な設備、装置について提案すること。




※　本様式とは別に、「調理設備一覧表」を添付すること。（記載事項：配置室、品名、仕様、メーカー、数量等）
（様式19）

外構等計画書

	外構等の設計に当たっての基本的な考え方、配慮する事項等について、Ａ４版１枚以内で記述すること。




（様式20）
安全で衛生的な学校給食の提供に関する提案書

	標記のテーマについて、下記の視点を中心にその考え方及び具体的な提案をＡ４版３枚以内で記述すること。

・ＨＡＣＣＰ対応の配置計画

・交差汚染の予防策等
・外界からの汚染防止対策

・食材、調理給食及び作業環境の温度管理



（様式21）

食に関する開かれた教育の場の提供に関する提案書

	標記のテーマについて、下記の視点を中心にその考え方及び具体的な提案をＡ４版２枚以内で記述すること。

・食に関する指導や情報発信の場としての配慮事項

・地元産食材及び地産地消の大切さを学ぶ機会の提供についての配慮事項




（様式22）
環境負荷低減及び省エネルギーに関する提案書

	標記のテーマについて、下記の視点を中心にその考え方及び具体的な提案をＡ４版２枚以内で記述すること。

　・太陽光発電施設の設置と活用について

・二酸化炭素発生抑制についての対策

　・節水、省エネルギー対策

　・廃棄物の発生抑制、リサイクル材の利用の方策



（様式23）
ライフサイクルコストの低減に関する提案書

	標記のテーマについて、下記の視点を中心にその考え方及び具体的な提案をＡ４版２枚以内で記述すること。

・材料及び機器が品質、性能、耐久性に優れ、長期にわたり修繕コストの低減が図られるための配慮事項

・維持管理期間中の光熱水費が低減するための設計上の配慮事項

・建築物・設備の維持管理がしやすく人的コストの削減を可能とするための配慮事項

・日常清掃など、維持管理の容易性を確保するための配慮事項




（様式24）
周辺環境に配慮した設計計画に関する提案書

	標記のテーマについて、下記の視点を中心にその考え方及び具体的な提案をＡ４版１枚以内で記述すること。

・周辺環境に対する配慮事項
・施設からの騒音、振動、臭気に対する配慮事項



（様式25）
建設業務に関する提案書

	標記のテーマについて、下記の視点を中心にその考え方及び具体的な提案をＡ４版２枚以内で記述すること。

・騒音、悪臭、粉塵等の公害発生、交通渋滞その他、建設工事が近隣の生活環境に与える影響を最小限にするための工夫について

・建設廃棄物の処理方法について
・各種許認可申請等業務の工夫について

・建設工事期間中における近隣対応について




（様式26）
設計業務及び建設業務に関する工程計画書

１　設計業務及び建設業務の工程

設計業務及び建設業務の工程について、下記に年月日を記入すること。

	設計着手日
	平成　　年　　月　　日

	着　工　日
	平成　　年　　月　　日

	竣　工　日
	平成　　年　　月　　日

	引渡し日
	平成　　年　　月　　日


２　工期短縮の工夫や、不測の事態が生じた場合にスケジュールを遵守するための対策等について記述すること。

	


※　Ａ４版１枚で記述すること。

※　ＳＰＣ設立や各種申請の日程等、着工前の手続から施設引渡しまでの具体的なスケジュール及び作業内容を記した工程表を添付すること。
※　工程表は、Ａ３版（横長）１枚で作成すること。

（様式27）
初期投資費見積書

（単位：千円）

	項　　目
	金　額

	調査・設計費
	調査費
	

	
	設計費
	

	
	工事監理費
	

	
	調査・設計費計
	

	建設工事費
	建築工事
	

	
	電気設備工事
	

	
	機械設備工事
	

	
	外構工事
	

	
	調理設備
	

	
	給食配送車
	

	
	什器・備品
	

	
	食器類、食缶等
	

	
	調理備品
	

	
	
	

	
	建築工事費計
	

	各種許認可

申請等業務費
	
	

	
	
	

	
	各種許認可申請業務費計
	

	その他
	
	

	
	その他計
	

	諸経費
	建中金利
	

	
	融資組成手数料
	

	
	保険料
	

	
	選定事業者の創立及び開業に要する費用
	

	
	その他
	

	
	諸経費計
	

	合　計
	消費税抜き
	

	
	消費税込み
	


※　必要に応じ項目を追加・細分化して記入すること。ただし、既存項目の削除・変更はしない。
※　個別の費目については消費税は含めずに記入すること。
※　消費税率は５％で計算すること。
※　他の様式と関連のある項目の数値は、整合をとること。
※　本様式の太枠部分が、提案金額内訳書（様式60）に記入するサービス対価１と一致すること。
※　提案内容と整合のとれた金額を記入すること。
（様式28）
大洲市学校給食センター整備運営事業
維持管理業務に関する提案書
（表紙）

	提案者番号

(市記入欄)
	


（様式29）
建築物・附帯施設及び外構等保守管理業務業務計画書

	建築物、附帯施設及び外構等保守管理業務に関する基本的な考え方、重視するポイント及び業務ごとの具体的な方法・内容・頻度などをＡ４版３枚以内で記述すること。

建築物保守管理

・基本的な考え方

・重視するポイント

・日常（巡視）保守点検業務

・定期保守点検業務

・修繕業務

・各種提案業務

附帯施設、外構等保守管理

・基本的な考え方

・重視するポイント

・日常（巡視）保守点検業務
・剪定業務

・害虫防除

・施肥業務

・除草業務

・修繕業務

・各種提案業務




※　大規模修繕業務については、様式35に記述すること。
（様式30）
建築設備保守管理業務計画書

	建築設備保守管理業務に関する基本的な考え方、重視するポイント及び業務ごとの具体的な方法・内容・頻度などをＡ４版２枚以内で記述すること。

・基本的な考え方

・重視するポイント

・日常（巡視）保守点検業務
・定期保守点検業務

・修繕業務

・各種提案業務

・法定点検等



※　大規模修繕に関する事項については、様式35に記述すること。
（様式31）
調理設備保守管理業務計画書

	調理設備保守管理業務に関する基本的な考え方、重視するポイント及び業務ごとの具体的な方法・内容・頻度などをＡ４版２枚以内で記述すること。

・基本的な考え方

・重視するポイント

・日常（巡視）保守点検業務
・定期保守点検業務

・修繕業務

・各種提案業務


（様式32）
清掃・警備業務計画書

	清掃業務及び警備業務に関する基本的な考え方及び重視するポイント及び業務ごとの具体的な方法・内容・頻度などをＡ４版２枚以内で記述すること。

清掃業務

・基本的な考え方
・重視するポイント

・日常清掃業務

・定期清掃業務

警備業務
・基本的な考え方

・重視するポイント

・警備業務

・非常時の対応




（様式33）
大規模修繕に関する提案書
	必要と考えられる大規模修繕業務の基本的な考え方や特徴及び重視するポイント、頻度等について、Ａ４版２枚以内で記述すること。

・必要と考えられる大規模修繕の内容、実施時期、費用等
・その他事業中及び終了時の施設状況に対する考え方等


（様式34）
維持管理費見積書（１）

１　維持管理費見積合計

（単位：千円）

	
	総額（事業期間合計）※１
	年度平均※２

	建築物保守管理業務費
	
	

	建築設備保守管理業務費
	
	

	附帯施設・外構等保守管理業務費
	
	

	調理設備保守管理業務費
	
	

	清掃業務費
	
	

	警備業務費
	
	

	その他
	
	

	合
計
	消費税抜き
	
	

	
	消費税込み
	
	


※　単純合計額を記入すること。（現在価値化する必要はありません。）


※　「年度平均」は、事業が軌道にのってからの年度平均とすること。

※　大規模修繕費は本見積書には含めない。

※　他の様式と関連のある項目の数値は、整合をとってください。

※　本様式の各費目の「総額」は、事業収支計画書（様式55）の維持管理業務に係る各費目の「事業期間合計」と一致すること。

※　維持管理業務の提案内容と整合のとれた金額を記入すること。

※　物価変動は考慮せずに記入すること。

※　個別の費目については、消費税を含めずに記入すること。

※　消費税率は５％で計算すること。

（様式35）
維持管理費見積書（２）

２　維持管理費の内容及び積算根拠

（単位：千円）

	項目
	年度平均
	積算根拠

	建築物保守管理業務費
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	建築設備保守管理業務費
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	附帯施設・外構等保守管理業務費
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	調理設備保守管理業務費
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	清掃業務費
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	警備業務費
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合
	消費税抜き
	
	

	計
	消費税込み
	
	


※　記入欄が足りない場合は、必要に応じて、適宜欄又は用紙を追加して記入すること。
※　大規模修繕費は本見積書には含まない。

※　他の様式と関連のある項目の数値は、整合をとってください。

※　維持管理業務の提案内容と整合のとれた金額を記入すること。

※　個別の費目については消費税を含めずに記入すること。

※　消費税率は５％で計算すること。

（様式36）
大洲市学校給食センター整備運営事業
運営業務に関する提案書
（表紙）

	提案者番号

(市記入欄)
	


（様式37）

食材等検収補助業務計画書

	市が行う食材等の検収に協力して、検収準備及び検収補助（積み下ろし、運搬、移し替え・保管、数量・品質確認補助）並びに検収後の後片付けに関し、市職員等の補助業務についての基本的な考え方や特徴及び重視するポイント並びに体制・管理項目・作業内容・頻度等について、Ａ４版１枚以内で記述すること。

・検収補助業務

・保管、個数確認、搬入等


（様式38）
調理業務計画書

	調理業務（下処理業務及び配缶業務を含む。）の基本的な考え方や特徴及び重視するポイント並びに設備・体制・管理項目・作業内容・頻度等について、Ａ４版３枚以内で記述すること。

なお、本施設において「米飯」を実施する場合には、学校給食の適切な運営に必要な運営体制等を踏まえた提案とすること。

・調理業務
・検食、保存食の保管


（様式39）

衛生管理業務計画書

	衛生管理業務に関する基本的な考え方や特徴及び重視するポイント並びに衛生管理の業務ごとの管理項目・作業内容・頻度等をＡ４版２枚以内で記述すること。

・従業員の衛生管理・教育

・水質管理

・給食の安全性をより向上させるための配慮事項


（様式40）

アレルギー対応食調理業務計画書

	アレルギー対応食調理業務の基本的な考え方や特徴、管理項目・作業内容等に関する適切な業務遂行計画及び重視するポイント並びに設備・体制・管理項目・作業内容・頻度等について、Ａ４版１枚以内で記述すること。

・アレルギー対応食調理業務の基本的な方針

・より品質を高めるための工夫


（様式41）
配送・回収業務計画書

	配送・回収業務（事業者の調達した給食配送車により、市の指定する学校等に対する米飯及び一部パンの配送を含む。）の基本的な考え方や特徴及び重視するポイント並びに設備・体制・管理項目・作業内容・頻度等について、Ａ４版２枚以内で記述すること。

・調理後２時間以内に給食可能な配送計画
・安全で衛生的な給食提供ができる配送計画
・回収業務


（様式42）

給食配送車調達及び維持管理、更新業務計画書

	給食配送車の調達及び維持管理、更新業務の基本的な考え方や特徴及び重視するポイント並びに設備・体制・管理項目・作業内容・頻度等について、Ａ４版１枚以内で記述すること。

・給食配送車の調達及び将来の運営を踏まえた車両の活用方法

・給食配送車の維持管理、更新、修繕更新


（様式43）

運営備品調達及び修繕、更新業務計画書
	什器・備品、食器・食缶類や調理備品（以下「運営備品」という。）の調達及び修繕、更新業務に当たっての基本的な考え方、仕様の概要、配慮する事項等について、Ａ４版３枚以内で記述すること。

・調達及び修繕、更新業務に当たっての基本的な考え方
・調理中の調理員への指導・連絡システムについての提案

・給食管理・栄養ソフトの導入についての提案


※　本様式とは別に、「什器・備品一覧表」、「食器・食缶類一覧表」「調理備品一覧表」を添付すること。（記載事項：品名、仕様、メーカー、数量等、任意様式）

（様式44）
食器具等の洗浄・保管業務計画書

	食器具等の洗浄・保管業務の基本的な考え方や特徴及び重視するポイント並びに設備・体制・管理項目・作業内容・頻度等について、Ａ４版２枚以内で記述すること。

・洗浄業務
・より安全性等を高めるための工夫


（様式45）

廃棄物等処理業務計画書

	残滓、廃棄物、資源物等の廃棄物等処理業務の基本的な考え方や特徴及び重視するポイント並びに設備・体制・管理項目・作業内容・頻度等について、Ａ４版１枚以内で記述すること。

・残滓等処理業務（排出量削減のための工夫等）

・廃棄物の管理（排出量削減のための工夫等）


（様式46）

開業準備業務計画書

	業務開始に当たっての準備業務の基本的な考え方や特徴及び重視するポイント並びに設備・体制・管理項目・作業内容・頻度等について、Ａ４版２枚以内で記述すること。

・設備等の試稼動

・開業準備期間中の施設の維持管理

・本施設及び調理備品等の取扱いに対する習熟

・調理員等の研修

・調理リハーサル及び配送リハーサル

・給食提供訓練業務

・試食会（保護者等対象）の開催支援


（様式47）

広報補助業務計画書

	市が行う広報業務の補助の基本的な考え方や特徴及び重視するポイント並びに設備・体制・管理項目・作業内容・頻度等について、Ａ４版２枚以内で記述すること。

・見学補助

・その他広報補助（パンフレットの作成等）


（様式48）
運営費見積書（１）

１　運営費見積合計

（単位：千円）

	
	総額（事業期間合計）※１
	年度平均※２

	食材等検収補助業務
	
	

	調理業務
	
	

	衛生管理業務
	
	

	アレルギー対応食調理業務
	
	

	配送・回送業務
	
	

	食器具等の洗浄・保管業務
	
	

	廃棄物等処理業務
	
	

	給食配送車及び運営備品

維持管理、更新業務
	
	

	開業準備業務
	
	

	広報補助業務
	
	

	その他
	
	

	合
計
	消費税抜き
	
	

	
	消費税込み
	
	


※　単純合計額を記入すること。（現在価値化する必要はありません。）


※　「年度平均」は、事業が軌道にのってからの年度平均とすること。

※　他の様式と関連のある項目の数値は、整合をとってください。

※　本様式の各費目の「総額」は、事業収支計画書（様式55）の運営業務に係る各費目の「事業期間合計」と一致すること。

※　運営業務の提案内容と整合のとれた金額を記入すること。

※　給食配送車及び運営備品については、維持管理・更新業務に係る費用を記入のこと。

※　給食配送車及び運営備品調達費用は、初期投資費見積書（様式27）に計上すること。

※　物価変動は考慮せずに記入すること。

※　個別の費目については、消費税を含めずに記入すること。

※　消費税率は５％で計算すること。

（様式49）
運営費見積書（２）

２　運営費の内容及び積算根拠

（単位：千円）

	項目
	年度平均
	積算根拠

	食材等検収補助業務費
	
	

	
	
	
	

	調理業務費
	
	

	
	
	
	

	衛生管理業務費
	
	

	
	
	
	

	アレルギー対応食調理業務費
	
	

	
	
	
	

	配送・回送業務費
	
	

	
	
	
	

	食器具等の洗浄・保管業務費
	
	

	
	
	
	

	廃棄物等処理業務費
	
	

	
	
	
	

	給食配送車及び運営備品

維持管理、更新業務費
	
	

	
	
	
	

	開業準備業務費
	
	

	
	
	
	

	広報補助業務費
	
	

	
	
	
	

	その他
	
	

	
	
	
	

	合
	消費税抜き
	
	

	計
	消費税込み
	
	


※　記入欄が足りない場合は、必要に応じて、適宜欄又は用紙を追加して記入すること。
※　大規模修繕費は本見積書には含めない。

※　他の様式と関連のある項目の数値は、整合をとること。

※　運営業務の提案内容と整合のとれた金額を記入すること。

※　個別の費目については消費税を含めずに記入すること。

※　消費税率は５％で計算すること。
（様式50）

大洲市学校給食センター整備運営事業

事業計画に関する提案書

（表紙）

	グループ名称

(又は応募企業名)
	


（様式51）

リスク管理に関する提案書

	事業期間中に生じうるリスクの管理方針や対策について、下記の視点を中心にその考え方及び具体的な提案をＡ４版２枚以内で記述すること。

・自己モニタリングが有効に働く体制の構築について

・緊急時の対応（事業継続計画（BCP））及びバックアップ体制について

・市との有効な協調連携策について

・維持管理・運営開始後、初期段階における円滑な業務実施のための配慮について

・保険への加入等について




（様式53）

資金調達計画書（１）

１　資金調達に関する考え方

	（資金調達方法の特徴及びそれが本事業に与える効果等）




２　資金調達計画 

	調達総額

ａ＋ｂ＋ｃ
	
	千円


	内

訳
	出資金ａ
	
	千円
	出資者名
	出資割合（％）
	議決権

	
	
	うち
	
	千円
	
	
	あり・なし

	
	
	うち
	
	千円
	
	
	あり・なし

	
	
	うち
	
	千円
	
	
	あり・なし

	
	
	うち
	
	千円
	
	
	あり・なし

	
	外部調達計ｂ
	
	千円
	調達先（金融機関名等）

	
	
	うち
	
	千円
	

	
	
	うち
	
	千円
	

	
	
	うち
	
	千円
	

	
	
	うち
	
	千円
	

	
	その他調達計ｃ
	
	千円
	調達先
	調達方法

	
	
	うち
	
	千円
	
	

	
	
	うち
	
	千円
	
	

	
	
	うち
	
	千円
	
	

	
	
	うち
	
	千円
	
	


※　劣後ローン等による調達は、その他調達に記述すること。

※　記入欄が足りない場合は、必要に応じて、適宜欄又は用紙を追加して記入すること。

※　出資金については、議決権のあり・なしのいずれかに○をつけてください。

（様式54）
資金調達計画書（２）

３　外部調達およびその他調達 

	調達先

(金融機関名等)
	調達予定額
	調達条件
	備考

	
	
	千円
	調達時期
	
	

	
	
	
	調達期間
	
	

	
	
	
	調達金利
	固定・変動
	
	

	
	
	
	返済方法
	
	

	
	
	千円
	調達時期
	
	

	
	
	
	調達期間
	
	

	
	
	
	調達金利
	固定・変動
	
	

	
	
	
	返済方法
	
	

	
	
	千円
	調達時期
	
	

	
	
	
	調達期間
	
	

	
	
	
	調達金利
	固定・変動
	
	

	
	
	
	返済方法
	
	

	
	
	千円
	調達時期
	
	

	
	
	
	調達期間
	
	

	
	
	
	調達金利
	固定・変動
	
	

	
	
	
	返済方法
	
	

	合計
	
	千円
	外部調達計ｂ＋その他調達計ｃ


※　記入欄が足りない場合は、必要に応じて、適宜欄又は用紙を追加して記入すること。
※　調達先については、交渉中の場合でもその旨を明記して記入すること。

※　調達金利については、固定・変動いずれかに○をつけた上、基準金利及びスプレッドを明示すること。

※　金融機関の関心表明書等がある場合は、本様式に添付すること。

※　劣後ローン等による調達の場合も、借入条件、劣後条件等がわかるように記入すること。

４　その他

	（資金調達計画のうち「その他調達計（ｃ）」の欄に記入した調達についての条件及び条件設定の考え方等）


（様式57）

事業の安定性に関する計画書

	運転資金の不足に対する具体的な対応策について、Ａ４版１枚で記述すること。




（様式58）
大洲市学校給食センター整備運営事業
サービス対価に関する提案書
（表紙）

	グループ名称

(又は応募企業名)
	


（様式59）

提案金額

件名　　　大洲市学校給食センター整備運営事業

提案金額

	億

千万

百万

十万

万

千

百

十

一

,

,

,

金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円




※市の支払うサービス対価の合計金額とする。

上記金額に、取引に係る消費税及び地方消費税の額を加算した金額をもって標記件名の事業を実施するため、「大洲市学校給食センター整備運営事業」における「募集要項等」（「要求水準書」、「事業者選定基準」、「事業契約書（案）」を含む）の各条項を承諾のうえ提案します。

平成  年 　月 　日

大洲市長　清水　裕　様
グループ名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表企業（応募企業）　所　 在　 地　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　

役   職 　名　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)　
※　提案金額は、課税事業者、免税事業者を問わず消費税及び地方消費税を含まない積算金額を記入すること。

※　積算金額とは、「提案金額内訳書」（様式60）の太枠内に記入した額をいう。

※　金額は、算用数字で記入し、頭書に￥の記号を付記すること。

※　１社での応募（応募企業）の場合、グループ名称の記載は不要。
（様式60）
提案金額内訳書

	　
	　
	単純合計
	現在価値※1

	サービス対価１（設計・建設業務の対価）
	
	

	　
	元本
	
	

	　
	金利

（基準金利[   ]％＋提案スプレッド[   ]％）
	
	

	サービス対価２（維持管理業務の対価）
	
	

	サービス対価３（運営業務の対価）
	
	

	
	固定部分
	
	

	
	変動部分（１食単価[ 　   ]円）
	
	

	支出合計（ＳＰＣに対する市の支払い総額）
	
	


※　現在価値換算のための割引率は２％で、平成23年度を係数１として計算すること。
※　提案時には、基準金利を平成23年１月末の２銀行営業日前として計算すること。
※　サービス対価３は、固定部分と変動部分で構成されるものとすること。固定部分には、車両調達等にかかる費用が含まれ、変動部分には、提供食数に応じて変動する調理人件費，光熱水費及び残滓等処理費等にかかる費用が含まれることを想定しているが、具体的な内訳について応募者の提案に委ねるものとする。
また、固定部分は、各期の支払いにおいて、応募者が提案する一定の額を支払うものとし、変動部分は、各期における合計の提供食数に対し、応募者が提案する１食単価を乗じた額を支払うものである。
※　サービス対価３については、食数変動を見込まない運営業務の対価の事業期間の合計額を記入すること。ただし，実際の支払いにおいては、事業契約書（案）に定める方法により，物価上昇率及び提供給食数を勘案して変動する。
※　他の様式と関連のある項目の数値は、整合をとること。
※　単純合計（太枠部分）が、提案金額（様式59）に記入する金額と一致すること。
※　支出合計の現在価値化した値（二重線枠部分）が、財政支出見込表（様式52）の二重線枠部分と一致すること。
※　物価変動、基準金利の変動を見込まず、消費税は含めずに記入すること。

















































































